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第四篇 実用新案の審査 

第一章 形式審査 

【2020 年 8月 1日施行】 
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第一章 形式審査 

 

１、序言 
 「形式審査」というのは、実用新案出願の審査に対して、実用新案の明

細書、登録請求の範囲、要約及び図面により形式の要件に該当するかを判

断することであり、大量の時間を費やす必要がある先行出願検索及び專利

の要件に該当するかの実体審査を行なわない。 

 專利法において発明特許の規定を準用した実用新案の規定について、実

体的内容の判断に係るものは、形式審査の範疇に入らないため、実用新案

に対して無効審判の段階で審査されるべき実体的要件であり、その処理原

則は既に第二篇「発明特許の実体審査」及び第五篇「無効審判の審査」に

関連する章節に説明されていた。 

 

 実用新案出願が形式の要件に該当するかを判断するのは、以下の幾つの

点を含む。 

 ・物品の形状、構造または組合わせに属するか否か。 

 ・公共の秩序または善良の風俗を妨害しているか否か。 

 ・明細書、実用新案登録請求の範囲、要約及び図面の開示方式が規定に

該当するか。 

 ・単一性に該当するか。 

 ・明細書、実用新案登録請求の範囲及び図面には必要事項が既に記載さ

れているか否か、かつその記載には明らかに明瞭でない事情があるか

ないか。 

 ・補正後の明細書、実用新案登録請求の範囲及び図面は、出願時の明細

書、実用新案登録請求の範囲または図面が開示した範囲を明らかに超

えたか。 
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 以上の各項目の判断方式を明らかにするため、本章において、文字の説

明以外にも、理解させるための実例も列挙されるが、各実例は単に当該項

目の主題を説明するために用いられるものであり、明細書記載の手本とす

るのではないので、参考時に留意すべきである。 

 実用新案が形式審査に入る前に、まず出願書類について手続審査を行わ

なければならず、その処理方式は、既に第一篇「手続審査及び専利権の管

理」の関連する章節に説明されていた。 

  

２、実用新案の定義 
 出願の実用新案とは、自然法則を利用した技術的思想であって、一定の

空間を占める物品実体であり、かつ物品に具体的に表現した形状、構造又

は組合わせの創作でなければならない。つまり、実用新案は、形状、構造

又は組合わせの創作に基づき、製造された使用価値と実際用途とを有する

物品である。従って、出願の実用新案としては、（１）自然法則を利用し

た技術的思想で、（２）カテゴリが物品で、（３）形状、構造又は組合わ

せ具体的に表現したもの、でなければならない。 

 

 出願の実用新案は、ただ有形的な物品の形状、構造又は組合わせの創作

に限られており、単に抽象的な技術思想又は観念に属するのではないので、

物の製造方法、使用方法、処理方法など、及び一定空間形状、構造のない

化学物質は、何れも実用新案の定義に該当しない。 

  

３、形式審査の要件 
 実用新案とは、自然法則を利用した技術思想で、物品の形状、構造又は組合わ

せに関する創作をいうが、実用新案の形式審査は、単に專利法により備える

べきの形式要件を審査することであり、出願の実用新案が自然法則を利用し

た技術思想であるかは実体的内容の判断に係るものであり、形式審査の範疇
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に入らないため、無効審判の事由とすることができる。本節において、順

に各要件の意義と形式審査の取られた判断方式とを説明すると共に、対照

できるように事例を付ける。 

  

３．１物品の形状、構造または組合わせ 
 出願の実用新案は物品の形状、構造または組合わせに係る規定に該当す

るかは、２つの要件を判断すべきであり、請求項の前提部分には物品を記

載すべきであり、請求項の本体部分に記載される技術特徴には構造的特徴

（例えば、形状、構造または組合わせ）を有するべきであり、つまり一つ

の構造的特徴だけを具備すれば、物品の形状、構造または組合わせに係る

規定に該当する。従って、物品に係る請求項に一つ以上の形状、構造また

は組合わせに属する技術特徴が存在すれば、当該実用新案は物品の形状、

構造または組合わせに係る規定に該当する。 

 若し物品に係る独立請求項には単に組成の化学成分、組成物、材料、方

法などの技術特徴が記載されている場合、明細書には形状、構造または組

合わせの技術特徴が叙述されているか否かにかかわらず、物品の形状、構

造または組合わせに係る規定に該当しない。 

 

３．１．１物品 

 「物品」とは、確定の形状を有し且つ所定空間を占めているものを指し、

例えば、スパナ、ドライバー、温度計、コップ、道路、建築物などは物品

の規定に該当する。出願の実用新案は、各種の物質、組成物、生物材料（例

えば、担体、微生物、動物または植物の細胞株など）、方法（例えば、製

造方法又は処理方法など）及び用途を排除する。例えば、「ゴミを利用し

て肥料を造る方法」は、ゴミを利用して肥料を造る工程及び過程であり、

物品の規定に該当しない。 
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３．１．２形状、構造または組合わせ 

 請求項の本体部分に記載される技術特徴には一つの構造的特徴を具備す

れば、当該実用新案は形状、構造または組合わせに係る規定に該当する。

物品に係る技術特徴には、形状、構造または組合わせ以外に材料成分や製

造方法の改良に関連する場合、やはり形状、構造または組合わせに係る規

定に該当する。例えば、従来のガラス材の代わりにアルミ合金材で作成し

たコップでは、材料成分の改良に関連するが、コップの形状、構造又は組

合わせが明記されているから、形状、構造または組合わせに係る規定に該

当する。 

 

３．１．２．１形状 

形状とは、物品外観の空間輪郭または形態を指すものである。実用新案

の物品は、確定な形状を具えなければならない。例えば、スパナの具えた

特殊牙状を技術特徴とする「牙状スパナ」、或いは、ドライバーの具えた

特殊外形を技術特徴とする「十字形ドライバー」は、何れも形状を技術特

徴とするため、形状に係る規定に該当する。 

 気体、液体、粉末状、顆粒状などの物質や組成物は、確定な形状を有し

ないため、形状に係る規定に該当しない。例えば、カーボン、燃料、及び

酸化剤から混合してなる粉粒状のものは、確定な形状のない組成物に属す

るので、形状に係る規定に該当しない。 

 形状に関する判断原則は上述の通りであるが、実務審査の際に特に説明

すべきものは、次の通りである。 

（1）     実用新案の物品は、確定な形状を具えなければならないが、

若しその物品は、確定な形状を有する殻体内にまた確定な形状の

ない物質や組成部を含むものである場合、例えば、出願の実用新

案「温度計」は、確定な形状のない感熱物質を含むが、確定な形
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状を有する殻体に基づき、依然として形状的技術特徴に属し、形

状に係る規定に該当する。 

（2）     実用新案の物品は、確定な形状を具えなければならないが、

若しその物品は、特定の情況においてこそ確定な形状を有するも

のである場合、例えば、アイスで作ったアイスカップは、特定の

温度と圧力の下でやはり固定の形状を有するので、依然として形

状的技術特徴に属し、形状に係る規定に該当する。 

 

３．１．２．２構造 

 構造とは、物品の内部またはその全体の構成を指し、実質表現上に大部

分が各構成部材間の配列、配置及び相互関係であり、かつこの構造の各構

成部材がその自体の本来の機能で独立して作用するものではない。例えば、

「折り畳み可能な傘骨を有する傘構造」、「ダイヤル錠の改良構造」は、

構造を技術特徴とし、構造に係る規定に該当する。また、物品の層状構造

も構造を技術特徴とし、構造に係る規定に該当しており、例えば、物品の

メッキ膜層、浸炭層、酸化層などはその例である。この他、回路構造も構

造を技術特徴とし、構造に係る規定に該当する。 

 物質の分子構造または組成物の組成については、実用新案のいわゆる物

品の構造に属しない。例えば、食品または薬品は、通常その化学成分また

は含有量の変化にのみ関連しており、物品の構造に関連しないため、構造

的技術特徴に属しなく、構造に係る規定に該当する。 

 

３．１．２．３組合わせ 

 組合わせとは、ある特定の目的を達成するために、もとから単独使用機

能を有する多数の独立物品を組合せて設置してなり、使用時互いに機能に

おいて関連し合って使用効果を生じるものを、物品の「組合わせ」という。

例えば、ボルトとナットとからなる結合具や、 
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殺菌ランプと逆浸透給水装置との組合わせは、その例である。 

  

３．１．３事例説明 

[物品の形状、構造または組合わせに係る規定に該当する] 

例１．請求項には物品の形状、構造または組合わせに係る技術特徴が叙述

されており、明細書又は実用新案登録請求の範囲には視覚美観の訴求も関

連する 

 〔実用新案登録請求の範囲〕 

 〔明細書〕 

 …従来の花瓶は、その瓶自体が単なる簡単な弧線造形であり、美感に乏

しい。この問題を解決するため、本実用新案の花瓶は、楕円形で瓶口を

構成し、瓶底が内側に凹入して封じた円形であり、瓶自体が螺旋状を呈

しており、これにより、その外観が独自性を有すると共に、特異な美感

が十分に表れることになる。… 

 〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．その瓶口が楕円形を呈し、瓶底が内側に凹入して封じた円形であり、

瓶自体が螺旋状を呈していることを特徴とする花瓶。 

 〔説明〕 

その明細書の内容から明らかなように、請求項の前提部分には物品が記

載され、且つ本体部分には形状、構造または組合わせに係る技術特徴が

叙述されており、明細書には同時に視覚美観の訴求に関連する内容も叙

述されたが、依然として物品の形状、構造または組合わせに係る規定に

該当する。 

 

例２．二段式で記載された請求項で、その特徴が材料又は方法にあるもの 

 態様一 

〔実用新案登録請求の範囲〕 
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 １．カップ体と、該カップ体に結合された取っ手とを有し、取っ手の内

側が波浪状を呈したカップであって、該カップ体は、アルミ合金を材料と

してダイカストされてなることを特徴とするカップ。 

 〔説明〕 

 二段式で記載された請求項を解読する際に、全体として見ると、請求項

の前提部分には物品が記載され、且つ本体部分には形状、構造または組

合わせに係る技術特徴が叙述されているため、やはり物品の形状、構造

または組合わせに係る規定に該当する。 

 

態様二 

〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．その形状が細長の円柱状を呈し、該竹箸の一端部が円錐形でかつそ

の周縁がネジ状を呈している竹箸であって、竹箸を加工成形した後、

殺菌剤の中に１０～２５分間で浸し、浸した後にオーブン中に入れ

て乾燥することを特徴とする竹箸。 

 〔説明〕 

 二段式で記載された請求項を解読する際に、全体として見ると、請求項

の前提部分には物品が記載され、且つ本体部分には形状、構造または組

合わせに係る技術特徴が叙述されているため、やはり物品の形状、構造

または組合わせに係る規定に該当する。 

 

例３．同時に物品の形状、構造または組合わせの技術特徴及び材料の技術

特徴に関連するもの 

 〔明細書〕 

 …、該カップ体は、従来のガラス材の代わりにアルミ合金材を用いてダ

イカストされてなり、カップ中に入れられた高温の飲料が飲用に適する

室温まで迅速に冷却されるようになる。… 
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 〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．カップ体と、該カップ体に結合された取っ手とを有し、取っ手の内

側が波浪状を呈し、該カップ体は、アルミ合金を材料としてダイカ

ストされてなることを特徴とするカップ。 

 〔説明〕 

その明細書の内容から明らかなように、請求項の前提部分には物品が記

載され、且つ本体部分には形状、構造または組合わせに係る技術特徴が

叙述されており、技術特徴として形状以外に材料の改良にも関連するが、

依然として物品の形状、構造または組合わせに係る規定に該当する。 

  

例４．ソフトウェアとハードウェアとの資源協働に関連するもの 

 態様一 

〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．フラッシュメモリーと安全デジタルメモリーカードとからなる記憶

ユニットと、 

液晶パネル表示ユニットと、 

該液晶パネル表示ユニットに接続されるデジタル処理ユニットとを

含み、 

該記憶ユニット中に記憶されるメールを、該デジタル処理ユニット

により設定されたメール濾過規則に基づいて濾過し、濾過した適当

なメールを該表示ユニットに表示させる、メールを濾過及び検索可

能な装置。 

 〔説明〕 

 請求項の前提部分には物品が記載され、且つ本体部分にも形状、構造ま

たは組合わせに係る技術特徴が叙述されている。その請求項にはソフト

ウェアとハードウェアとの両者を含み、更に両者の協働関係を特定した
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ため、単純なソフトウェア創作ではなく、依然として物品の形状、構造

または組合わせに係る規定に該当する。 

 

 態様二 

〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．コンピューターの本体内で作動されるマルチメディア演算システム

であって、 

外部から入力した文字、図面、画像、映像などのデータを取り込む

入力モジュールと、 

該入力モジュールと接続され、該入力モジュールのデータを一時的

に記憶する記憶モジュールと、 

該記憶モジュールと双方向に接続され、記憶モジュールに記憶され

るデータを取り出して演算し、その演算の結果を記憶モジュールに

記憶させる演算モジュールと、 

該記憶モジュールに接続され、記憶モジュールに記憶された演算の

結果を出力する出力モジュールと、 

入力モジュール、記憶モジュール、演算モジュール、出力モジュー

ル夫々と接続され、入力モジュールよりデータを取り込み、記憶モ

ジュールと演算モジュールとの間でアクセスして、その演算の結果

を出力モジュールから出力するように制御する、制御モジュールと、

を備えたマルチメディア演算システム。 

 〔説明〕 

 請求項の前提部分には物品が記載され、且つ本体部分にも形状、構造ま

たは組合わせに係る技術特徴が叙述されている。その請求項には複数の

ソフトウェア（ハードウェア）モジュール、及びこれらソフトウェア（ハ

ードウェア）モジュールの作動環境を提供するコンピューターの本体で

あるハードウェアを含み、該請求項には、各モジュール同士の連結関係
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及び相互の作動方式を説明したため、単純なソフトウェア創作ではなく、

依然として物品の形状、構造または組合わせに係る規定に該当する。 

 

[物品の形状、構造または組合わせに係る規定に該当しない] 

例１．出願の実用新案は物品に属しない 

 〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．接着剤塗布機に装着されるセンサを移動させノズルが基材に接触す

るかを判断する工程と、 

判断の結果に基づいて該センサが設置されるフレームを駆動させ接

着剤を塗布する工程と、を含む接着剤塗布機の制御方法。 

 〔説明〕 

 請求対象は方法であり、請求項の前提部分は物品ではなく、本体部分に

は形状、構造または組合わせに係る技術特徴が叙述されていないため、

物品の形状、構造または組合わせに係る規定に該当しない。 

 

例２．技術特徴は単なる材料成分にある 

 態様一 

〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．Ｘｗｔ％のヒドロキシアパタイトとＹｗｔ％のβ-リン酸三カルシウ

ムとからなる骨充填材。 

 〔説明〕 

 請求対象は明らかに材料であり、請求項の内容により、当該実用新案は

２種類の材料を一定の比例で組合わせたことが明記され、単に材料の成

分や含量の変化だけに関連する。請求項の前提部分は物品ではなく、本

体部分には形状、構造または組合わせに係る技術特徴が叙述されていな

いため、物品の形状、構造または組合わせに係る規定に該当しない。 
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 態様二 

〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．エチレン酢酸ビニル共重合体とポリオレフィン系エラストマーと天

然ゴムと軟化剤とからなり、Ａｗｔ％のエチレン酢酸ビニル共重合

体とＢｗｔ％のポリオレフィン系エラストマーとＣｗｔ％の天然ゴ

ムと、Ｄｗｔ％の軟化剤とを混合し、加熱することによって軟化さ

せた後、プレス成形する、絶縁安全靴。 

 〔説明〕 

 請求項の前提部分は物品であるが、請求項の内容により、当該実用新案

は２種類の材料を一定の比例で組合わせたことが明記され、単に材料の

成分だけに関連する。請求項の本体部分には形状、構造または組合わせ

に係る技術特徴が叙述されていないため、物品の形状、構造または組合

わせに係る規定に該当しない。 

 

３．２公共秩序または善良風俗を妨害するもの 
 明細書、実用新案登録請求の範囲または図面中に記載された実用新案の

商業的利用（commercial exploitation）は、公共秩序または善良風俗を妨

害するものである場合、該実用新案が法定の登録できない項目に属するも

のであると認定すべきである。例えば、郵便爆弾、麻薬吸引の用具などの

ものである。 

 実用新案の商業的利用は、公共秩序または善良風俗を妨害しないもので

ある場合、たとえ該実用新案が濫用されることで妨害の虞があるとしても、

やはり法定の登録できない項目に属するものではない。例えば、各種の将

棋用品、トランプ類などのものである。 
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３．３明細書、実用新案登録請求の範囲、要約及び図面の開示方式 
 実用新案の形式審査は、実用新案の明細書、実用新案登録請求の範囲、

要約及び図面に基づき、形式要件を該当するかを判断する。明細書、実用

新案登録請求の範囲、要約及び図面に開示すべきの事項に対して形式審査

を行なう時に、明細書及び図面に開示された事項は、專利法および施行細

則での明細書、実用新案登録請求の範囲、要約及び図面の記載格式に関す

る規定に該当すれば良い。その他の実体内容、例えば、関連する先行出願

があるかないか、新規性及び進歩性を有するかについては、形式審査の範

疇に入らない。 

また、「明細書は、その実用新案の属する技術分野における通常の知識

を有する者がその内容を理解し、それに基づいて実現することができるよ

うに明確かつ十分に開示されるべきである。」、及び「実用新案登録請求

の範囲は、出願の実用新案を特定すべきであり、各請求項は、明確で簡潔

な方式で記載すべき、かつ明細書により支持されるものでなければならな

い。」などの部分も、形式審査の範疇ではないが、後日の実用新案の無効

審判の事由とすることができる。 

  

３．３．１明細書 

 明細書には、以下の事項を明記すべきである。 

・ 実用新案の名称：その出願した実用新案内容について簡潔に表さなけ

ればならず、無関係な文字をつけてはならない。 

・技術分野：出願に係る実用新案の属する、又は直接に応用する具体的

な技術分野でなければならない。 

・ 先行技術：出願人が知っていた先行技術を記載し、その先行技術の関

連資料を添付することができる。 

・ 実用新案の内容：実用新案が解決しようとする問題、問題を解決する

ための技術手段及び先行技術と対照した効果。 
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・図面の簡単な説明：簡明な文字をもって図面の番号順に従い図面につ

いて説明しなければならない。 

・実施方式：一以上の実施方法について記載し、必要なときに実施例を

挙げて説明する。図面のあるときは、図面を参照して説明しなければ

ならない。 

 

 明細書は、細則に規定された順序及び方式に基づいて記載し、かつ見出

しを付加しなければならない。但し、実用新案の性質を他の方式によって

表現するほうが比較的明瞭である場合、この限りではない。 

 明細書、特許請求の範囲、要約中の技術用語及び符号は一致したもので

なければならなく、かつタイピングまたは印刷しなければならない。 

  

３．３．２実用新案登録請求の範囲 

請求の範囲は、一項以上の独立項で表示することができる。その項数は、

実用新案の内容に合わせるべきである。また、必要時に、一項以上の従属

項を付加することができる。独立項、従属項は、その従属関係により順に

アラビア数字で番号を付けて排列すべきである。 

 独立項は、出願の対象名称及び出願人が認定した実用新案の必要技術特

徴を明確に記述したものでなければならない。。 

 従属項は、その従属する項番号を明確に記述したものでなければならず、

また対象名称及びその従属する請求項以外の技術的特徴についても明確に

述べなければならず、その従属する項番号はアラビア数字で付さなければ

ならない。従属項の解釈にあたっては、その従属する請求項の全ての技術

的特徴を含めてこれをしなければならない。 

二項以上に従属する従属項は、多数項従属項であり、選択式で記載すべ

きである。 
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従属項は、先の独立項又はその他の従属項にのみ従属することができる。

但し、多数項従属項の間では直接又は間接を問わず、相互に従属すること

ができない。 

独立項又は従属項の文字叙述は、一つの文でこれをしなければならない。

請求項の技術特徴は、絶対に必要な場合を除き、明細書のページ数、行数

または図面、図面の符号により定めてはならなく、つまり「明細書におけ

る…部分に述べたように」や「図面…に示すように」などの類似用語を記

載してはならない。但し、実用新案に係る特定の形状は文字で表現するこ

とができなく図面しか特定することができない場合、請求項では、「図面

…に示すように」などの類似用語を記載することができる。 

請求項の技術特徴は図面中の対応する符号を引用することができ、当該

符号は対応する技術特徴に付加した後、括弧内に置かなければならない。

当該符号を請求項を解釈する制限としてはならない。 

請求項には、化学式又は数学式を記載することができるが、挿し絵を付

してはならない。 

 複数の技術的特徴が組み合わされた実用新案について、その請求項にお

ける技術的特徴は、ミーンズ・プラス・ファンクションクレーム又はステ

ップ・プラス・ファンクションクレーム（means or step plus function 

language ） によって表示することができる。 

請求項における技術的特徴は、構造により特定できないか、又は機能をも

って特定した方がより明確になり、しかも当該機能に対応する構造又は材

料が明細書には十分に説明されているとき、初めてミーンズ・プラス・フ

ァンクションクレーム又はステップ・プラス・ファンクションクレームに

よって表示することができる。請求項の解釈にあたって、明細書のなかに

述べられたその機能（ファンクション）に対応する構造又は材料及びその

均等な範囲を含めなければならない。 
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 実用新案の独立項が二段式で記載されたものは、前提部分には特許出願

の対象名称及び先行技術と共有する必要な技術的特徴が含まれていなけれ

ばならず、特徴の部分においては、「その特徴は」、「･･･に於いて改良」ま

たはその他これに類似する用語をもって先行技術の必要な技術的特徴と異

なることを明確に述べなければならない。 

 同一内容を重複して記載することを避け、請求項の記載を明確、かつ簡

潔にするために、前記された他の請求項を引用する形式で請求項を記載す

ることができる。ただし、例えば引用する請求対象又は技術的特徴に矛盾

又は不一致が生じるというような引用記載形式により請求項が不明確にな

っているときには、出願人に応答又は補正を行うよう通知すべきである。 

  

３．３．２．１引用記載形式の請求項態様 

 引用記載形式の請求項は通常、従属項であるが、カテゴリーが異なると

き、請求対象の名称が異なるとき、又は引用する請求項にすべての技術的

特徴が含まれていないときは、実質上独立項とみなし、記載形式によって

判断に違いが生じるものではない。以下がよく見られる態様である。 

（１） 他の請求項における協調部材（co-operating part）を引用する場合 

〔実用新案登録請求の範囲〕  

１．…である、特定形態の雄ねじをそなえるボルト。  

２．…請求項 1のボルトに配合する該特定形態の雌ねじをそなえたナ

ット。  

〔説明〕 

ボルトとナットは互いに協調し合う素子であり、通常は効果を発揮するた

めには一緒に使用する必要がある。 

（２）他の請求項におけるすべての技術的特徴を引用しているが、二項の

請求対象の名称が異なり、同一のカテゴリーに属さない場合 

〔実用新案登録請求の範囲〕  
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１．…であるガラス基板を含むバックライト。 

２．…請求項１のバックライトを含む液晶表示素子。 

〔説明〕 

請求項 2の請求対象の名称が請求項１とは異なり、原則的にその技術的特

徴を完全に特定しなければならない。ただし、請求項の記載を簡潔にする

ために、請求項１の全ての技術的特徴を引用する形式で請求項 2における

バックライトの技術的特徴を特定することができ、ゆえに依然として独立

項とみなさなければならない。 

（３）他の請求項における一部の技術的特徴が置換されている場合 

〔実用新案登録請求の範囲〕  

１．…であるギア駆動構造を有するコンベヤー。 

２．…ギア駆動構造に代わってベルト駆動構造を有する請求項１のコ

ンベヤー。 

〔説明〕 

請求項 2は従属項の記載形式を有するが、従属先の請求項（請求項 1）の

全ての技術的特徴を含まず、ゆえに依然として独立項とみなさなければな

らない。この種の独立項は好ましくない記載形式であり、できる限りその

完全な技術的特徴を特定して引用形式の記載を避けるべき事に留意しなけ

ればならない。 

（４）他の請求項における一部の技術的特徴を引用している場合 

〔実用新案登録請求の範囲〕  

１．赤外線センサ及び撮影装置を有するビデオ監視システム。 

２．赤外線発光部、距離測量部及び赤外線受光部を含む請求項１の赤

外線センサ。 

〔説明〕 

請求項 2は請求項 1の一部の技術的特徴（赤外線センサ）のみを引用し、

請求項１の全ての技術的特徴を含まず、ゆえに実質的に独立項とみなさな
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ければならない。この種の独立項は好ましくない記載形式であり、請求項

の解釈が不明確になりやすいため、できる限りその完全な技術的特徴を特

定して引用形式の記載を避るべき事に留意しなければならない。 

 

３．３．２.２請求項の記載形式が規定に合わない態様 

例１．請求項は一つの文で記載されていない 

 〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．円筒状のブッシュと、ロックナットとを含む。該ブッシュの外径が

軸受けの内径表面と接合される。該ブッシュの一端がロックナット

と結合されることを特徴とする軸受け固定スリーブ； 

 〔説明〕 

 いわゆる一つの文で記載されるのは、請求項ごとに句点を１つ使用しな

ければならず、かつ、文字の結尾の所に句点を１つしか使用できない。

範例中の請求項１の文字叙述は、文の中に２つの句点が現れ、かつ句点

で終えていないので、単文で記載される要求に合致しない。 

  

例２．従属項が前に排列された請求項に従属しないもの 

 〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．該絶縁本体の基部底面に複数の端子が設けられることを特徴とする

請求項２記載の電気コネクタのロック構造。 

 ２．…ための…であり、該操作部と絶縁本体の基部との間が弾性アーム

により連結されることを特徴とする電気コネクタのロック構造。 

 〔説明〕 

 請求項１は、後の請求項２に従属したので、規定に合わない。 

  

例３．多数項従属項は選択式で記載されない 

 〔実用新案登録請求の範囲〕 
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 １．…ための…であり、該操作部と絶縁本体の基部との間が弾性アーム

により連結されることを特徴とする電気コネクタのロック構造。 

 ２．該絶縁本体の基部底面に複数の端子が設けられることを特徴とする

請求項１記載の電気コネクタのロック構造。 

 ３．該弾性アームは、基部の両側から外方に一体に延伸して形成される

ことを特徴とする請求項１及び請求項２記載の電気コネクタのロッ

ク構造。 

 〔説明〕 

 選択式とは、多数項従属項が「請求項Ｘ又は請求項Ｙ」或いは「請求項

Ｘ～請求項Ｙのいずれかに」などの類似した叙述方式でしか従属できな

いことを指している。範例中の請求項３における「請求項１及び請求項

２」の用語は、選択式に属しないため、不当な従属である。 

  

例４．多数項従属項が直接又は間接的に多数項従属項に従属する 

 〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．…ための…であり、該操作部と絶縁本体の基部との間が弾性アーム

により連結されることを特徴とする電気コネクタのロック構造。 

 ２．該絶縁本体の基部底面に複数の端子が設けられることを特徴とする

請求項１記載の電気コネクタのロック構造。 

 ３．該弾性アームは、基部の両側から外方に一体に延伸して形成される

ことを特徴とする請求項１又は請求項２記載の電気コネクタのロッ

ク構造。 

 ４．該弾性アームは、基部の末端面から折曲して延伸されてなることを

特徴とする請求項３記載の電気コネクタのロック構造。 

 ５．該絶縁本体の上方には、更にシールド殻体が設けられることを特徴

とする請求項１又は請求項３記載の電気コネクタのロック構造。 
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 ６．該操作部は、更に軟性ケーブルを固定するための溝部を有すること

を特徴とする請求項２又は請求項４記載の電気コネクタのロック構

造。 

 〔説明〕 

 請求項は、自身が多数項従属項であり、別の多数項従属項に従属するも

のであれば、「多数項従属項が直接的に多数項従属項に従属する」に属

する。また、請求項は、自身が多数項従属項であり、単一項従属項に従

属するが、該単一項従属項が別の多数項従属項に従属するものであれば、

「多数項従属項が間接的に多数項従属項に従属する」に属する。範例中

に、請求項５は、多数項従属項が直接的に多数項従属項（請求項３）に

従属するものである。また、請求項６は、多数項従属項であり、単一項

従属項（請求項４）に従属し、該単一項従属項がまた多数項従属項（請

求項３）に従属するので、間接的に多数項従属項に従属するものである

ため、いずれも不当な従属である。 

  

３．３．３要約 

要約書には、実用新案に開示される内容を要約すると共に、その解決し

ようとする課題、課題を解決するための手段及び主な用途に限るものとす

る。その字数は 250 文字を超えないことを原則とする。商業的な宣伝文言

を記載してはならない。要約書の作成方法は、特定の技術分野において速

やかに検索できるという目的に役立つものでなければならない。要約書の

情報検索機能を確保するために、要約書が上記規定要件を満たさない場合

は、出願人に期限を定めて補正するよう通知し、期限内に補正をしなかっ

た場合、職権により補正した後に出願人に通知するかできる。 

出願人はその実用新案の技術的特徴を最もよく表すことができる図面を

選択図として指定するとともに、その主な符号を列記し、簡潔に説明すべ

きである。選択図を指定していないとき、又は指定した選択図が適当では
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ないときは、出願人に期限を定めて補正するよう通知し、期限内に補正を

しなかった場合、職権により指定又は削除した後に出願人に通知するかで

きる。 

 

３．３．４図面 

 出願の実用新案は、物品の形状、構造または組合わせであり、明確且つ

かつ十分に開示されるという目的を達成するために、実用新案には少なく

とも１つの図面を具備することによって、その実用新案に係る物品の形状、

構造または組合わせを開示すべきである。 

実用新案の図面は、工業製図方法を参照して黒線で鮮明に描き、それぞ

れの図面を三分の二に縮小した場合でも図面中の各構成の細部を鮮明に区

別できるようにしなければならない。図面は、図面番号及び符号を明確に

注記しなければならず、且つ図面番号の順序に従って配列し、必要な注記

以外の説明的文字を記載してはならない。 

より明確に実用新案の技術内容を表現するために、少なくとも１つの図

面を具備することによって、その実用新案に係る物品の形状、構造または

組合わせを開示する場合、座標図、フローチャート、工程図、写真などを

他の図面とすることができる。写真で表現する場合、直接に再現できると

共に、図面に適用される他の規定に該当しなければならない。図面は、実

用新案の技術内容を表現する図形及び符号を主とし、説明的文字を図面の

簡単な説明の欄に記載すべきである。また図面そのものには図面番号及び

符号のみを注記することができるが、図面を明確に理解するために、単一

の簡単な用語、例えば水、蒸気、オン、オフ等を加えることはできる。専

利法施行細則第 23条第 2項には必要な注記を除き、その他の説明的文字を

記載してならないことが規定されているが、以下に例示するような特定の

事情においては必要な注記が許容される。  

(1)座標図：縦軸、横軸、線及び領域の説明。  
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(2)フローチャート：ブロック図のブロックの説明及びロジック判断の記

載。  

(3)回路図：ブロック図のブロックの説明、信号及び電源の記載、及び集

積回路、トランジスタ及び抵抗器等の記号。  

(4)波形図：波形の説明及び波形表示式。  

(5)工程図：ブロック図のブロックの説明、及び原料と生成物の記載。  

(6)状態図：座標軸、線及び領域の説明。  

(7)ベクトル図：ベクトル及び座標軸の説明。  

(8)光路図：光の成分、位相差、角度及び距離の記載。  

ブロック図を作成するときは、ブロック内に説明文字、またそのブロッ

クの番号を注記すべきである。詳細な回路図を作成するときは、トランジ

スタ、コンデンサ、抵抗器、電界効果トランジスタ、ダイオード等の汎用

の素子を、それぞれに Tr、C、R、FET、D等の符号で表現することができる。  

さらに、図面内に記載される「先行技術」又は類似の用語については通

常留意する必要がないが、出願に係る実用新案を理解するのに役立つとき

は、「先行技術」又はその類似用語を保留、追記することができる。 

 

３．４単一性 
実用新案を形式審査する際に、実用新案が単一性の要件に該当するかを

判断しなければならないが、形式審査には先行技術の検索を行わないため、

実用新案が単一性を有するか否かを判断する時に、発明特許に対する単一

性の審査と異なり、独立項と独立項との間に技術特徴において明らかに相

互関連しているか否かのみを判断する必要があり、各独立項の間には形式

上において同一または対応した技術特徴を有すれば、原則的に単一性を有

すると判断し、それが先行技術と異なるか否かを問わない。 

実用新案に対する単一性の判断は、独立項の記載方式とは関係なく、異

なる独立項に記載される異なる実用新案に基づいて判断する。 
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請求の範囲において一つ又は複数の請求項が引用記載形式で記載してい

る場合、引用された独立項の内容は、独立項の間での同一の技術特徴であ

る。例えば、請求項１は特定の構造を有する軸受けであり、請求項２は請

求項１の軸受けを具備したフレームである場合、同一の技術特徴は請求項

１の軸受けである。 

 

例１．独立項の間には同一の技術特徴を有する 

 〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．発光部と、発光部の両端にある両導電部とを含み、該発光部がＳ形

状を呈することを特徴とするランプ管。 

 ２．バック板、側縁フレーム、ランプ管固定素子、光学膜片セット及び

ランプ管を含み、その中には、 

  該ランプ管は、発光部と、発光部の両端にある両導電部とを含み、

該発光部がＳ形状を呈し、 

バック板は、側縁フレームに設置されると共に、該側縁フレームに

囲まれ、 

光学膜片セットも側縁フレームに設置されると共に、バック板との

間に収容空間が形成され、 

該ランプ管固定素子は、該ランプ管が該収容空間内に位置されるよ

うに、該ランプ管が保持されるために該バック板に固定されること

を特徴とする逆光モジュール。 

 〔説明〕 

 請求項１と請求項２は、何れも独立項であり、かつ請求項２は、請求項

１における全ての技術特徴を含んでおり、両者の間には技術上同一の技

術特徴を有するので、請求項１、２の間に単一性を有する。 

  

例２．独立項の間には対応した技術特徴を有する 
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 〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．Ａであることを特徴とするプラグ。 

 ２．Ａに対応したことを特徴とするソケット。 

 〔説明〕 

 請求項１と請求項２は、何れも独立項であり、両者の間には対応した技

術特徴を有するので、請求項１と２の間には単一性を有する。 

 

例３．独立項の間には同一または対応した技術特徴が欠如している 

 〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．基台と、中空網フィルタと、上蓋とから構成され、基台の中には、

中空網フィルタが設けられ、該上蓋と該基台とが結合された後に形

成された空間には、茶葉が収容可能となることを特徴とする網フィ

ルタ構成。 

 ２．フランジ、皿底及び排水孔から構成され、フランジは、皿底の四周

に設けられ、該盤底は、円錐状を呈し、皿底に流入した液体が集中

して排水孔から流出されるように円錐状の頂部と該排水孔とが結合

されることを特徴とする受け皿。 

 〔説明〕 

 請求項１と請求項２は、何れも独立項であり、両者の間には同一または

対応した技術特徴が欠如しているので、単一性を有しない。 

 

３．５明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面には必要事項が開示され

ていない、またはその開示が明らかに明瞭でない 
 形式審査の時には、明細書、実用新案登録請求の範囲または図面の開示

事項が明らかな瑕疵を有するか否かのみを判断する必要があり、これは、

発明特許出願を審査する時に明細書及び特許請求の範囲に開示された実体

内容を検索、審査しなければならないことと異なる。明細書中に記載され
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た実用新案の技術特徴に対して、該実用新案が明確かつ十分であるかどう

かを判断する必要がなく、また該実用新案が実現できるか否かを判断する

必要もない。 

 明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面には必要事項が開示されたか

否か、またはその開示が明らかに明瞭でないか否かについては、主に実用

新案登録請求の範囲の各独立項により判断され、その順序は以下のように

説明する。 

（１）各独立項には必要な部材及びその連結関係が記載されるか否か。 

（２）明細書及び図面において前述の部材及び連結関係が記載されるか否

か。 

（３）実用新案登録請求の範囲に叙述された形状、構造または組合わせと、

明細書及び図面中の記載とは、明らかに矛盾するところがないかど

うか。 

 以上の（１）、（２）、（３）何れも「YES」であると判断されると、本

号の形式審査を通過することができる。明らかに本号に違反する案件は、

例えば、出願に係る実用新案が自転車であるのに、明細書にはバイクが叙

述されるのものである。 

  

例１．請求項には不確定の用語が使用されることにより、その内容の開示

が明らかに明瞭ではないもの 

 〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．風車本体と、外蓋と、主軸と、減速機セットと、…などからなり、 

   該風車本体には、貫通孔が設けられ、 

   該外蓋は、風車本体の下方に固定して設置され、 

   該主軸は、該風車本体の貫通孔に通して設置され、 

該減速機セットは、主軸上に固定して設置されることを特徴とする

風車構成。 
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 〔説明〕 

 請求項に記載された「…など」では、実用新案の必要部材を確認できな

いことにより、その内容の開示が明らかに明瞭ではない。 

  

例２．請求項には必要部材の連結関係が記載されていないことにより、そ

の内容の開示が明らかに明瞭ではないもの 

 〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．風車本体と、 

外蓋と、 

主軸と、 

減速機セットとを含むことを特徴とする風車構成。 

 〔説明〕 

 請求項には、その必要部材が風車本体、外蓋、主軸及び減速機セットで

あることが明確に記載されたが、前記部材の連結関係が記載されていな

いことにより、その内容の開示が明らかに明瞭ではない。 

  

４、明細書、実用新案登録請求の範囲または図面の補正 
 実用新案の形式審査を行った時、出願または職権により期限を限定し、

明細書、実用新案登録請求の範囲または図面を補正するように出願人に通

知することができる。補正は誤訳の訂正を除き、出願時に明細書、特許請

求の範囲又は図面で開示した範囲を超えてならない。 

 出願時の明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面を審査したところ、

拒絶に該当する事由があると認めた場合、職権により期限を定めて意見書

又は補正の提出を出願人に通知することによって、出願人に意見書又は補

正を提出する機会を与えるべきである。 

 出願人より補正が提出された後、先ず補正書は出願時の明細書、実用新

案登録請求の範囲または図面が開示した範囲を明らかに超えたかを確認す
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る。若し請求項に増加された技術特徴は、請求項を更に限定し、且つ当該

技術特徴は出願時の明細書及び図面によって支持されたものである場合、

明らかに超えたものではないと判断する。例えば、出願時の請求項の技術

特徴は「一端に消しゴムを設けた鉛筆」であり、「鉛筆芯」という部材が

形式上では明細書に記載されていないが、鉛筆芯は、鉛筆の筆記目的を達

成するための公知の固有機能であり、実用新案の属する技術分野において

通常の知識を有する者が、鉛筆自体に鉛筆芯が含まれることを理解するこ

とができるから、明細書には鉛筆芯部材に関する叙述を増加することがで

き、且つ当該技術特徴を「その中心に鉛筆芯を含むと共に、その一端に消

しゴムを設けた鉛筆」に補正することができる。若し出願時の明細書、実

用新案登録請求の範囲または図面には明記、示唆されていない技術特徴を

増加し、即ち明細書、実用新案登録請求の範囲または図面に新規事項を追

加した場合、明らかに超えたものであると判断する。例えば、出願時の明

細書、実用新案登録請求の範囲及び図面の内容は蓋を有しないコップであ

るのに対して、補正後の明細書、実用新案登録請求の範囲及び図面の内容

は蓋を有するコップになるとき、明らかに超えたものであると判断する。 

出願人より提出された補正は出願時の明細書、実用新案登録請求の範囲ま

たは図面が開示した範囲を明らかに超えたとき、他の形式要件に合わない

事由も有する場合、併せて期限を定めて意見書又は補正の提出を出願人に

通知することによって、出願人に意見書又は補正を提出する機会を与える

べきである。 

 期間が満了するまでに意見書又は補正書を提出しなかった、若しくは依

然として前回の通知で指摘された拒絶に該当する事由の全てを克服できな

かった、即ち前回の通知で指摘された拒絶に該当する事由の何れかが残っ

たものについては、拒絶査定の処分をする。 
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出願人は前回の通知で指摘された拒絶に該当する事由の全てを克服したが、

補正により新たの拒絶に該当する事由を発生する場合、やはり意見書又は

補正の提出を出願人に通知する必要がある。 

 補正後の明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面は「出願時の明細書、

実用新案登録請求の範囲または図面が開示した範囲を明らかに超えてはな

らない」との規定に該当するかについては、形式審査の要件判断の範疇で

はないが、提出された補正は「出願時の明細書、実用新案登録請求の範囲

または図面が開示した範囲を明らかに超えてはならない」に違反する情事

がある場合、無効審判の事由とすることができる。従って、若し実用新案

の公告後、無効審判が提起されるとき、審査員は無効審判の理由及び証拠

に基づいて実質的に対比を行って、当該補正は出願時の明細書、実用新案

登録請求の範囲または図面が開示した範囲を明らかに超えたと確認すると、

その専利権を取り消すこととする。 

 出願人は、明細書、実用新案登録請求の範囲または図面を複数回に補正

したとき、直近の補正書と出願時の明細書、実用新案登録請求の範囲また

は図面とを比較することによって、その補正は出願時の明細書、実用新案

登録請求の範囲または図面が開示した範囲を明らかに超えたかを判断すべ

きである。出願人より補正箇所が異なる補正頁を複数回に提出したとき、

逐次に審査すべきである。 

 

例１．出願時に開示されていない技術特徴に係る請求項を増加する 

 補正前の明細書、実用新案登録請求の範囲及び図面 

〔実用新案の名称〕 

電子変速器 

〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．コントローラと３つのトランジスターと保護回路とを備えた電子変

速器であって、  該コントローラは該３つのトランジスター夫々
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と接続され、該保護回路はトランジスターの出力端に設けられ、ト

ランジスターの入力端をフィードバック制御することによって、ト

ランジスターの出力電圧及び電流の大きさを制御する、電子変速器。 

〔明細書〕 

 電子変速器の必要部材及びその連結関係が開示される。 

〔図面〕 

 電子変速器の必要部材及びその連結関係が開示される。 

 

 補正後の明細書、実用新案登録請求の範囲及び図面 

〔実用新案の名称〕 

電子変速器及び電子変速器を配備した電動自転車 

〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．コントローラと３つのトランジスターと保護回路とを備えた電子変

速器であって、  該コントローラは該３つのトランジスター夫々

と接続され、該保護回路はトランジスターの出力端に設けられ、ト

ランジスターの入力端をフィードバック制御することによって、ト

ランジスターの出力電圧及び電流の大きさを制御する、電子変速器。 

 ２．車体と、２つの車輪と、ブラシレスモーターと、スイッチと、電子

変速器と、電池とを備えた、電動自転車であって、 

該２つの車輪は該車体の前・後側に連結され、 

該ブラシレスモーターは車輪軸に配置され、電子変速器の出力端は

ブラシレスモーターと接続され、 

該電池は電子変速器の一端に接続され、電子変速器の他端は該スイ

ッチと接続され、 

該電子変速器は、コントローラと３つのトランジスターと保護回路

とを備え、該コントローラは該３つのトランジスター夫々と接続さ

れ、該保護回路はトランジスターの出力端に設けられ、トランジス
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ターの入力端をフィードバック制御することによって、トランジス

ターの出力電圧及び電流の大きさを制御する、電子変速器を配備し

た電動自転車。 

〔明細書〕 

 電子変速器を使用した電動自転車に係る技術特徴が増加される。 

〔図面〕 

 電子変速器を使用した電動自転車に係る技術特徴が増加される。 

〔結論〕 

 出願時の明細書、実用新案登録請求の範囲または図面が開示した範囲を

明らかに超えた。 

〔説明〕 

 本例では、補正により新たの請求項（請求項２）を増加したが、出願時

の明細書、実用新案登録請求の範囲または図面には該請求項（電子変速器

を配備した電動自転車）に対応する技術特徴が開示されていないため、出

願時の明細書、実用新案登録請求の範囲または図面が開示した範囲を明ら

かに超えたものになる。 

 

例２．請求項の請求対象の名称及び内容を変更する 

 補正前の明細書、実用新案登録請求の範囲及び図面 

〔実用新案の名称〕 

 検知装置 

〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．検知回路と、赤外線放射器と、赤外線受取器とアラームとを備えた

検知装置であって、該検知回路は赤外線放射器及び赤外線受取器

夫々に接続され、該アラームは該検知回路と接続され、 
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赤外線放射器から放射した赤外線が、物体に反射されて赤外線受取

器に至って、該検知回路を作動することによって、該アラームから

音声を発生させる、検知装置。 

〔明細書〕 

 「検知装置」の必要部材及びその連結関係が開示される。 

〔図面〕 

 「検知装置」の必要部材及びその連結関係が開示される。 

 

 補正後の明細書、実用新案登録請求の範囲及び図面 

〔実用新案の名称〕 

 検知装置包装構造 

〔実用新案登録請求の範囲〕 

 １．緩衝ユニット及び収容ハウジングを収納する紙ボックスを備えた包

装構造であって、 

該収容ハウジングは、包装する検知装置の外形に対応する上の紙型

ハウジングと下の紙型ハウジングとを有し、 

該緩衝ユニットは、収容ハウジングと紙ボックスの内壁との間に配

置される、検知装置包装構造。 

〔明細書〕 

 記載内容を「検知装置包装構造」に変更し、その必要部材及び必要部材

間の連結関係が開示される。 

〔図面〕 

 記載内容を「検知装置包装構造」に変更し、その必要部材及び必要部材

間の連結関係が開示される。 

〔結論〕 

 出願時の明細書、実用新案登録請求の範囲または図面が開示した範囲を

明らかに超えた。 
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〔説明〕 

 本例では、元請求項１の請求対象の名称「検知装置」を「検知装置包装

構造」に変更し、且つ補正後の請求項に記載される技術特徴（検知装置包

装構造に係る特徴）について、出願時の明細書、実用新案登録請求の範囲

または図面には対応する内容が開示されていないため、出願時の明細書、

実用新案登録請求の範囲または図面が開示した範囲を明らかに超えたと認

定する。 

 

５、誤訳の訂正 
 出願人は、出願の形式審査段階において、法律に従って誤訳の訂正を申

請することができる。誤訳の訂正は、出願時の外国語書面で掲載した範囲

を超えるかについては、形式審査の範疇に入らない。但し、提出された誤

訳の訂正は「出願時の外国語書面で掲載した範囲を超えてならない」事情

に違反する場合、無効審判の事由に該当することができる。実用新案の公

告後、誤訳訂正の処理方式について、詳しい説明は本篇第２章の「訂正」

で行う。 

 

６、職権により補正を行なう 
 出願が補充、補正を行なうか否かに対し、原則上に出願人の判断に属す

るが、明細書、実用新案登録請求の範囲、要約または図面中の微小な瑕疵

に対し、職権により補正を行なうことができ、出願人の同意を待たずに、

快速審理されるようになる。但し、このような職権により補正を行なうこ

とは、出願における実質内容の変動をもたらしてはいけない。例えば、 

 ・明細書、実用新案登録請求の範囲及び要約の部分：明らかな誤植字、

間違った文章記号など。 

・図面の部分：明らかに間違った図面符号、図面上の不必要な説明文字

等の削除など。 
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・指定代表図：規定に従い指定しないか、又は指定の代表図が適切では

ない場合。 

 職権によりなされた補正について、処分書上に注記説明して出願人に告

知すべきである。 
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第二章 訂正 

【2019 年 11 月 01 日施行】 

１、序言  

２、訂正の時機 

     ２.１無効審判案の審理期間に提出された訂正 

     ２.２無効審判案の審理期間外に提出された訂正 

３、訂正の事項 

４、訂正の審査 

５、訂正の効果 

６、審査注意事項 
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第二章 訂正 

 

１、序言 

 実用新案では形式審査制度を採用しているので、実用新案出願に対して先行

出願検索及び実体の要件に該当するかの判断を行なわなく、形式の要件に該当

すれば專利権が付与されるが、その権利の内容はやはり不安定や不確定のおそ

れがあるため、実用新案権者が実用新案技術評価書を請求するために、或いは

無効審判、民事・行政訴訟事件の需要に応じて、その専利権の範囲を完備にす

るように、又は専利権無効を防止するための防御手段として訂正を提起した場

合、実用新案専利権の訂正審査に対して実体審査を採用することにより権利内

容を確定すべきである。実用新案専利権の訂正の実体審査方式については、第

二篇第九章「訂正」を参照する。 

 本章では、実用新案の訂正が提出される時機、訂正の事項、訂正の審査及び

訂正の効果を説明する。 

 

２、訂正の時機 

 実用新案出願が專利権を取得した後、專利権者は訂正を請求しようとすると

き、その訂正が提出される時機については、先ず実用新案権が無効審判に係属

しているかにをチェックし、無効審判に係属している場合、本章２.１「無効

審判案の審理期間に提出された訂正」の規定に従い、無効審判係属中ではない

場合、本章２.２「無効審判案の審理期間外に提出された訂正」の規定に従う

べきである。 

 

２.１無効審判案の審理期間に提出された訂正 

 実用新案無効審判案の審理期間に、專利権者は訂正を提出しようとする場合、

専利主務機関から答弁するよう通知する期間、補充答弁するよう通知する期間、

又は專利権者に訂正不許可に対する意見書を提出するよう通知する期間、３つ
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の期間内だけ請求をすることができ、且つ通知送達後１ヶ月以内に提出するこ

とができ、期限の延長を認めるほか、期限を過ぎた提出された訂正については、

その訂正の請求を不受理とする。 

 又、無効審判案の審理期間に、実用新案専利権は他の民事訴訟案件又は関連

する無効審判案の行政訴訟案件が係属中の場合にも、前記３つの期限の制限を

受けることなく訂正の請求をすることができ、この場合、裁判所で受理された

訴訟案件証明書類を添付すべきである。 

 無効審判案が提起された後、実用新案専利権者は実用新案技術評価書受理中

の理由で訂正を請求したとしても、前記３つの期限内だけ提出することができ

る。留意すべきのは、専利権者は実用新案技術評価書受理中に訂正を請求する

と、その後に無効審判案が提出された場合、当該訂正案と無効審判案とを合併

審理すべきである。 

 

２.２無効審判案の審理期間外に提出された訂正 

 実用新案専利権が無効審判係属中ではない場合、若し実用新案技術評価書が

専利主務機関の受理を受けていることがあると、実用新案技術評価書の作成は

一部の実体要件の審査（新規性、進歩性、新規性の擬制喪失、先願原則などを

含む）に関与するため、実用新案専利権者は訂正を請求することができる。 

 実用新案専利権が民事訴訟又は行政訴訟に係属している場合、専利権者は訴

訟防御の需要があるとき、裁判所で受理された訴訟案件証明書類を添付して専

利主務機関に対して訂正を請求すべきである。 

 

３、訂正の事項 

 專利権者が訂正を請求できる事項は、「請求項の削除」、「実用新案請求の範

囲の減縮」、「誤記又は誤訳の訂正」、「不明瞭な記載の釈明」に限り、詳細の説

明については発明審査基準第二篇第九章３「訂正の事項」を参照する。 
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４、訂正の審査 

 実用新案専利権訂正後の明細書、請求の範囲又は図面は「出願時の明細書、

請求の範囲または図面が掲載した範囲を超えることはできない」に該当するか

については、第二篇第六章２「出願時の明細書、請求の範囲または図面が掲載

した範囲を超えているかの判断」を参照し、「外国語書面で提出した場合、そ

の誤訳の訂正は、出願時の外国語書面で掲載した範囲を超えてならない」に該

当するかについては、第二篇第八章３.２「中国語書面が外国語書面で開示され

る範囲を超えているか否かの判断」を参照し、「公告時の請求の範囲を実質拡

大、又は変更してならない」に該当するかについては、第二篇第九章４「公告

時の特許請求の範囲の実質上拡張又は変更」を参照する。 

 

５、訂正の効果 

明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面の訂正が許され、専利公報で公告

された後、その出願日に遡って効力が生じる。 

 

6、審査注意事項 

（１）無効審判請求が無効審判請求人によって取り下げられた場合、無効審判

案の審理に合併している訂正の請求は、無効審判が取り下げられた事実を通知す

る時、併せて訂正の請求を引き続き審査、または取り下げを行うよう専利権者

に通知しなければならない。若し専利権者は引き続き審査を行うとの意見書を

提出した場合、当該訂正を独立の訂正案として回復させ審理を行うことになる。

若し期限を過ぎても意思表示されないものは、無効審判案及び訂正の申請の取

下げに同意したと見なす。 

（２）実用新案技術評価書を請求すると共に提出した訂正については、その

後に当該実用新案技術評価書が不受理とされると、当該訂正も不受理とする。 

（３）若し実用新案専利権の一部の請求項が無効審判請求成立と審決された

とき、無効審判案の行政訴訟期間において、専利権者が提出する訂正の請求は、
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原処分で「無効審判請求不成立」と審決された請求項について行えるだけであ

る。もし訂正内容が「無効審判請求成立」と審決された請求項を含む場合、原

処分はそれらの請求項について専利権を取消す拘束力があるので、期限を定め

て当該部分の訂正内容を削除するよう専利権者に通知すべきであり、期限満了

時に補正しないものは、その訂正請求を受理しない。 

（４）本法 2019 年 11 月 1日施行まで前に審決されていない実用新案無効審

判案について、専利権者より施行日の後に提出する訂正は、その時機が本章２.

１「無効審判案の審理期間に提出された訂正」の規定に該当すべきである。本

法 2019 年 11 月 1日施行前に既に受理され、施行日の後に審決されていない実

用新案訂正案には、実体審査を採用することに変更すべきであり、第二篇第九

章「訂正」の規定を参照する。 
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第三章 実用新案技術報告 

【2021 年 7月 14 日施行】 

１．序言 

２．実用新案技術報告の請求 

 2.1 請求人 

 2.2 請求の時機 

 2.3 実用新案が、非権利者による商業上の実施に関する事情を有すること

に係る主張 

３．実用新案技術報告における対比 

 3.1 実用新案の技術報告における対比事項 

 3.2 複数回の実用新案技術報告の請求に対する処理原則 

４．実用新案の技術報告の作成ステップ 

4.1 実用新案の内容を理解する 

4.2 請求項ごとにその範囲を確かめる 

4.3 検索の対象を確かめる 

4.4 検索の範囲を確かめる 

4.5 対比の結果のコードを付与する 

4.6「技術報告の引用文献の通知書」を送る 

4.7 実用新案技術報告の作成及び発行 

５．実用新案技術報告を作成する際に注意すべき事項 

６．実用新案技術報告の記載例 
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第三章 実用新案技術報告 

 

１．序言 

 実用新案では形式審査制度を採用しているので、産業利用性、新規性、進歩

性などの専利要件に該当するかの実体審査を行なわないため、実用新案権の権

利の内容はやはり不確定の状態にある。この不確定な権利に対する権利者の不

当行使による権利濫用を防ぐために、或いは非権利者は実用新案の有効性及び

関連する引用文献の内容を評価するために、何人も、実用新案の公告後に、権

利行使や技術利用の参考として、実用新案技術報告を請求することができる。 

 実用新案技術報告は、機関による拘束力がない報告に属するものであり、性

質的には行政処分ではないので、対比の結果、たとえ当該実用新案が実体要件

に該当しないと認めたとしても、その権利が取り消されていないため、請求人

は、実用新案技術報告の対比結果に対して行政救済を提起することはできない。 

 実用新案技術報告が請求された事実を、一般大衆及び利害関係者に知らせる

ように專利公報に掲載しなければならない。若し実用新案技術報告の請求の取

り下げが認められると、他人が当該技術報告が続行されるかを知ることができ

ないため、実用新案の技術報告の請求を取り下げることはできない。 

 

２．実用新案技術報告の請求 

 2.1 請求人 

 実用新案権者が実用新案権を行使するとき、もし実用新案技術報告を提示し

ない場合、警告を行ってはならない。又第３者は実用新案が専利要件に該当す

るかを明らかにするためにも、実用新案技術報告を参考する必要がある。よっ

て、実用新案技術報告の請求資格については、制限を与えるべきではなく、何

人も、専利主務機関に対して実用新案技術報告を請求することができる。 

 

 2.2 請求の時機 
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 実用新案技術報告の請求時機については、以下のように説明する。 

（１）権利の存続期間 

実用新案の出願が公告された後に、何人も実用新案の技術報告を請求するこ

とができる。但し、請求の際に、当該実用新案が既に許可処分され且つ証書受

領の料金を納付したが、未だ公告されていない場合、請求人による実用新案技

術報告の請求手続きの再び行うことを避けるために、専利主務機関はしばらく

保留して、当該実用新案が公告された後、その手続きを続行することができる。 

（2）実用新案権が当然消滅した後 

実用新案権が当然消滅した後、その権利に関する救済や紛争は依然として存

続していく又は再開する可能性があるため、実用新案の技術報告を参考する必

要があるので、実用新案権が当然消滅した後も、依然として何人も実用新案の

技術報告を請求することができる。 

実用新案の技術報告の請求時に、実用新案の全ての請求項の取消しが確定さ

れた場合には、その専利権の効力は最初から存在しなかったため、実用新案の

技術報告の作成対象が無くなったので、実用新案の技術報告の請求は受理され

ない。 

ただし、実用新案の全ての請求項に対する無効審判が成立し且つ行政救済手

続きに係属している場合には、実用新案の技術報告の請求を受理し技術報告の

作成手続きを続行すべきであり、特に行政救済が確定するのを待つ必要はない。

技術報告の請求の受理後に、実用新案の全て又は一部の請求項の取消しが確定

された場合には、依然として実用新案の技術報告を作成すべきであり、そのう

ち取消しが確定された請求項に対してコードを付与しないが、対比説明におい

て、「当該請求項は無効審判取消が確定された」の事実を明記すべきである。 

 

2.3 実用新案が、非権利者による商業上の実施に関する事情を有すること

に係る主張 

非権利者による商業上の実施に対し、実用新案の権利者が警告を出すために、
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実用新案の技術報告をなるべく早く取る必要がある場合には、請求人は、実用

新案の技術報告の請求時に、その事実を説明すると共に証明書類を添付するこ

とができる。この場合、主務官庁は 6ヶ月以内に実用新案の技術報告を完成さ

せるべきである。当該証明書類としては、例えば、実用新案の権利者が商業上

の実施に係る非権利者に対する書面通知、非権利者の広告カタログ、又は他の

商業上の実施事実に係る書面資料である。 

また、非権利者による実用新案の権利侵害に係る紛争がある場合には、実用

新案の技術報告の請求時に、該技術報告をなるべく早く作成することを主務官

庁に求めるよう、その事実を説明すると共に証明書類を添付することもできる。

当該証明書類としては、例えば、実用新案の権利者より提出した権利侵害に係

る内容証明を受け取った書類、権利侵害に係る訴訟案件の起訴書又は訴訟呼出

状などの書類資料である。 

 

３．実用新案の技術報告における対比 

3.1 実用新案の技術報告における対比事項 

実用新案の技術報告では、新規性要件における刊行物に見られたもの、拡大

先願による新規性の喪失、進歩性、及び先願原則との事項のみについて、請求

項の対比を行ってコードを付与する。 

（１）既に公開又は公告された先行技術文献に基づき、請求項が新規性を有

するか否か。（専利法第１２０条で第２２条第１項第１の規定を準用する。） 

（２）既に公開又は公告された先行技術文献に基づき、請求項が進歩性を有

するか否か。（専利法第１２０条で第２２条第２項の規定を準用する。） 

（３）請求項が拡大先願による新規性の喪失の事情に該当するか否か。 

（専利法第１２０条で第２３条の規定を準用する。） 

（４）請求項が先願原則に違反するか否か、但し、本法２０１３年６月１３

日より発効施行後、第３２条第１項の前半による夫々「一案両請」を声明して

いるもの、即ち同一の者が、同一の創作について、同日にそれぞれ発明特許出
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願と実用新案登録出願を行い、且つ出願時にそれぞれ同一の創作を同日に出願

する事実を声明しているもの、が含まれない。 

（専利法第１２０条で第３１条第１、２項、第４項の規定を準用する。） 

上記（１）～（４）夫々の判断原則は、第二篇第三章「専利要件」に関する

章節を参照する。 

 

3.2 複数回の実用新案の技術報告の請求に対する処理原則 

何人も、必要に応じて実用新案の技術報告を請求することができ、その請求

回数の制限はない。実用新案の技術報告が作成して発行された後に、外部の参

考に供するために公告されることになる。複数回の実用新案の技術報告の請求

を有する場合、原則的には、２回目以降の実用新案の技術報告の対比結果と１

回目の実用新案の技術報告の対比結果とが互いに一致しているが、検索の期間

が異なること（他の検索されなかった公開又は公告された専利文献、或いは参

酌されなかった公開資料が見付かる）又は権利者が請求の範囲を訂正すること

により、その検索結果又は対比の基礎が相違する場合を除く。 

 

４．実用新案の技術報告の作成ステップ 

4.1 実用新案の内容を理解する 

 実用新案の技術報告を作成する前に、当該実用新案の内容を理解し確認す

るように、実用新案の明細書、請求の範囲及び図面を完全に読むべきである。

当該明細書、請求の範囲及び図面は、公告本に基づく。訂正により許可された

公告本がある場合、当該公告本に基づく。 

 

4.2 請求項ごとにその範囲を確かめる 

実用新案の技術報告は、請求項ごとに逐項対比を行ってコードを付与する必

要があるので、請求項ごとに記載する全ての技術特徴に対して、請求項の範囲

を確かめて（第二篇第一章 2.5「請求項の解釈」を参照する）、請求項ごとに
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その範囲に基づいて検索を行うべきである。 

 

4.3 検索の対象を確かめる 

  検索の対象は、直近の公告本における請求の範囲内の請求項の各々であり、

実用新案の技術報告を作成する過程において訂正案の提出があると、当該実用

新案の技術報告に対する処理は、本章５．「実用新案の技術報告を作成する際

に注意すべき事項」の（１）に基づいて行うべきである。又、無効審判請求成

立が確定することにより一部の請求項について実用新案権が取り消された場

合、先行技術に係る検索及び対比を行わず、単に実用新案権が取り消されてい

ない請求項に対して検索及び対比を行うこととする。 

 

4.4 検索の範囲を確かめる 

 実用新案の技術報告が対比される事項は、新規性（既に刊行物に見られたも

のだけに限られており、既に公然実施をされたもの、既に公然知られたものが

含まれていない）、拡大先願による新規性の喪失、進歩性（既に刊行物に見ら

れたものだけに限られており、既に公然実施をされたもの、既に公然知られた

ものが含まれていない）、及び先願原則であるため、検索対比する文献の範囲

は、出願日（優先権を主張するものは、優先権日である）の前に既に公開又は

公告された刊行物、及び同日に出願する発明又は実用新案専利を含む。 

 ここでいう「刊行物」とは、公衆に公開した文書又は情報が記憶されている

記憶媒体であり、国内外の専利公報、定期刊行雑誌（ジャーナル）、研究報告、

書籍、論文、カタログ等は、これに属する。その詳細は、第二篇第三章 2.2.1.1

「既に刊行物に見られたもの」を参照する。 

 「拡大先願による新規性の喪失」に係る対比に対して、国内引用文献の検索

範囲は、出願日の前に既に出願され、且つ出願日の後から実用新案の技術報告

が実際に作成して完成された日まで既に公開又は公告された台湾専利文献に

限られている。 
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 「先願原則」に係る対比に対して、国内引用文献の検索範囲は、出願日の前

（出願日を含む）に既に出願され、且つ出願日の後から実用新案の技術報告が

実際に作成して完成された日まで既に公開又は公告された台湾専利文献に限

られている。 

 

4.5 対比の結果のコードを付与する 

 前記手順により、請求項ごとに逐項対比を行って「１、２、３、４、５、６」

の何れかのコードを付与する。コードの意味については、以下のように説明す

る。 

コード１：本請求項の創作は、リストされた引用文献の記載の参照により、新

規性を有しない。（専利法第１２０条で第２２条第１項第１の規定を準用す

る。） 

コード２：本請求項の創作は、リストされた引用文献の記載の参照により、進

歩性を有しない。（専利法第１２０条で第２２条第２項の規定を準用する。） 

コード３：本請求項の創作は、本願の前に出願され、且つ本願の出願より後に

公開又は公告された発明又は実用新案の出願案件に添付された明細書、請求の

範囲又は図面に記載された内容と同様である。（専利法第１２０条で第２３条

の規定を準用する。） 

コード４：本請求項の創作は、出願日前に提出された出願の発明又は実用新案

の創作と同様である。（専利法第１２０条で第３１条第１項、第４項の規定を

準用する。） 

コード５：本請求項の創作は、同日に提出された出願の発明又は実用新案の創

作と同様である。（専利法第１２０条で第３１条第１項、第４項の規定を準用

する。夫々「一案両請」を声明しているものが含まれない。） 

コード６：その新規性等の要件を否定し得る先行技術文献は見当たらない。 

また、明細書が明確かつ十分に開示されていないや請求項の記載が不明確で

あるため、検索及び対比を有効的に行うことができない場合、或いは、技術報
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告の請求の受理後に、請求項が訂正により削除されたか又は取り消された場合

には、コードを付与しないが、対比説明において、その事実や理由を説明すべ

きである。 

 

4.6「技術報告の引用文献の通知書」を送る 

請求項毎に対し対比を行った結果、引用文献の記載により、いずれかの請求

項が新規性及び／又は進歩性等の要件を有しない場合（対比結果のコード１～

５）には、「技術報告の引用文献の通知書」を以って権利者に対し説明を求め

るべきである。 

「技術報告の引用文献の通知書」には、引証文献の名称（或いは専利の公開

番号、公告番号）、公開日（又は公告日）、及び請求項ごとに新規性や進歩性な

どの要件に違反すること、をリストすべきであり、その引用文献における対応

する段落、内容又は図面を標示すべきである。係る引用文献は、「技術報告の

引用文献の通知書」と共に権利者に送る。 

審査官は、権利者が提出した回答説明や資料に基づいて、前回の何れかの請

求項に対する対比結果を変更すべきか否かについて判断すべきである。新たに

検索及び対比を行う必要があり、且つ検索の結果で新たな引用文献により何れ

かの請求項に新規性、進歩性等の要件に違反する事情を発見した場合には、再

び「技術報告の引用文献の通知書」を送るべきである。 

「技術報告の引用文獻の通知書」は、実用新案の技術報告のために対比結果

に対する前置きの説明であり、実用新案の技術報告作成の時効性のために、当

該通知書に対する応答は、延期及び面接の請求に適用されない。 

 

4.7 実用新案の技術報告の作成及び発行 

実用新案の技術報告は、先行技術資料の範囲、対比結果、引用文献、及び対

比の説明等を含む。 

原則的には、出願人が理解できるように、対比結果の理由を記載する。 
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（１）新規性、進歩性等の要件が否定された 

ａ.対比結果のコードが１、３の場合、引用文献における、請求項に新規性

や拡大先願による新規性の喪失の要件に該当しないと認めた特定の内容、

段落又は図面を記載すべきである。 

ｂ. 対比結果のコードが２の場合、引用文献における、請求項に進歩性の

要件に該当しないと認めた特定の内容、段落又は図面に開示する対応特徴

を記載すべきである。 

ｃ. 対比結果のコードが４、５の場合、引用文献における、当該実用新案

と同様な創作に対応する請求項を明示すべきである。 

（２）明細書が明確かつ十分に開示されていないや請求項の記載が不明確で

あるため、新規性、進歩性等の要件の対比を十分に行うことができない場合、

若し審査官は、明細書、請求の範囲及び図面の記載と、出願時の通常知識とか

ら、請求項に対する合理的な前提条件を設定することができれば、当該前提条

件に基づいて新規性、進歩性等の要件の対比を行えるが、対比の説明において

当該事実、理由及び設定された前提を明記すべきである（例４を参考する）。 

（３）明細書が明確かつ十分に開示されていないや請求項の記載が不明確で

あるため、検索及び対比を有効的に行うことができない場合、対比の説明にお

いてその事実及び理由を記載すべきであるが、対比の結果のコードを付与しな

い。 

審査官は請求項の進歩性、新規性等の要件を否定し得る先行技術文献が見当

たらない場合（対比結果のコードが６の場合）、当該技術分野において一般的

な技術レベルの参考文献を記載して実用新案技術報告の作成及び発行を行う

べきである。 

審査官は「技術報告の引用文献の通知書」を以って権利者に通知し、権利者

が提出した回答説明や資料を検討した後、新たに検索及び対比を行う必要がな

い場合、当該通知書に示す引用文献に基づいて実用新案技術報告の作成及び発

行を行うことができる。 
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権利者は期限を過ぎても「技術報告の引用文献の通知書」に対する応答がな

い場合、実用新案の技術報告作成の時効性のために、直ちに通知書の内容に基

づいて実用新案技術報告の作成及び発行を行うことができる。 

 

５．実用新案技術報告を作成する際に注意すべき事項 

（１）実用新案技術報告を作成する際に、専利主務機関に係属している訂正又

は無効審判案件があるか否かについて予め調査すべきである。訂正がある場合、

以下の原則に従って処理する。 

ａ. 係属していない無効審判案件がないと、原則的には、訂正の結果が出

てから実用新案技術報告を作成する。 

ｂ. 係属していない無効審判案があると、当該訂正は法に基づいて無効審

判案と併合審査され且つ併合査定されるべきであるため、原則的には、無

効審判案及びそれと併合審査する訂正が査定された後、訂正の結果に基づ

いて実用新案技術報告を作成する。但し、請求人は権利者であり且つ実用

新案が非権利者による商業上の実施があるを主張すること、請求人は非権

利者であり且つ実用新案の権利侵害に係る紛争があるを主張すること、又

は無効審判案の案件が複雑である等の事情がある場合、訂正前の請求項に

基づいて対比を行って、実用新案技術報告を作成することができる。 

ｃ.前記訂正案又は訂正の請求について、審査で訂正が認められた場合、実

用新案技術報告を作成する際に、「備考」欄において、当該実用新案技術報

告が行う対比の依拠となる訂正本の公告日付、例えば「本実用新案技術報

告は、○年○月○日に公告された訂正本に基づいて対比を行う」を付記す

べきである。 

（２）実用新案技術報告が発行する前に、何人（請求人を含む）は自発的に新

規性、進歩性等の対比に関する書面資料を提供して審査官の参考に供すること

がある場合、若しそれらの資料はある請求項の対比結果に対して影響を与えれ

ば、技術報告の引用文献として記載すべきである。一方、対比参考の依拠とは
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ならないものは、審査官はそれを一般的な技術レベルの参考文献として記載す

るを考えることができる。又、若し当該実用新案は本法 2013 年 6月 13 日に発

効施行後の第３２条第１項の前段による夫 「々一案両請」を声明している事情

に該当し、且つその同一の者が同日に出願する発明特許出願に対して既に第３

者意見の提出に係る引用文献がある場合、審査官も参酌すべきである。 

（３）検索により同一の者が同一の創作について同日に出願する発明特許出願

があるを発見した場合、若し当該発明に対して、既に実体審査で新規性、進歩

性、拡大先願による新規性の喪失又は先願原則等の違反に係る特許を付与でき

ない事由を発見したとき、原則的には、その特許を付与できないことを裏付け

る先行技術文献を参酌すべきである。 

（４）実用新案は、本法 2013 年 6 月 13 日に発効施行後の第３２条第１項の前

段による夫々「一案両請」を声明している事情に該当する場合、当該技術報告

の「備考」欄において、その説明、例えば「本実用新案出願と第○○○号発明

特許出願とは、専利法第３２条第１項の前段による「一案両請」が適用される。」

を付記すべきである。審査官は、依然として他の先行技術文献を検索し、新規

性、進歩性等の要件の対比を行いコードを付与すべきであり、請求項の新規性、

進歩性等の要件を否定し得る他の先行技術文献は見当たらない場合、対比の結

果にコード「６」を付与すべきである。 

（５）１回目の対比結果のコードが１～５の請求項については、それ以降請求

する実用新案技術報告（例えばｅ０２）の対比結果のコードも１～５である場

合、依然として再度に「技術報告の引用文献の通知書」を以って権利者に対し

説明を求めるべきである。 

（６）実用新案技術報告の請求人が非権利者である場合、実用新案技術報告を

請求人に送るだけでなく、その写しを権利者に送るべきである。 

（７）実用新案技術報告の請求後から作成前まで権利譲渡の事情がある場合、

実用新案技術報告を請求人に送るだけでなく、その写しを譲受人に送るべきで

ある。 
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（８）係る先行技術文献は見当たらない対比結果のコードが６の場合、一般的

な技術レベルを示す参考文献を記載べきであるが、対比結果のコードが１～５

の場合、記載する必要がない。 

 

６．実用新案技術報告の記載例 

 審査官は検索をしてから、請求項毎に対比を行って、「先行技術資料範囲」

及び「対比の結果」を詳細且つ確実に記載し、特に明記が必要な事項がある時、

「備考」欄に記載すべきであり、実用新案技術報告の完全な様式を以下のよう

に例示する。 

 

実用新案技術報告 

１、出願番号：○○○○○○○○ｅ○○ 

２、実用新案証書番号：Ｍ○○○○○ 

 ａ．実用新案の名称：○○○○○○○○ 

 ｂ．出願日：○年○月○日 

 ｃ．優先権日：○年○月○日 

 ｄ．実用新案の権利者： 

   名称：○○○株式会社 

住所：○○県○○市○○○○○路○○○号 

代理人：○○○（身分区分） 

 ｅ．国際特許分類 

   G03B 17/04(2006.01) G03B 5/02(2006.01) 

３、技術報告の請求日：○年○月○日 

４、技術報告の請求人：○○○様／会社 

代理人：○○○（身分区分） 

５、完成日：○年○月○日 

６、審査官の名前：○○○委員 
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７、先行技術資料範囲 

  ａ．国内外特許文献 

    国際特許分類：G03B 17/04,H05K7/00～7/20 

  ｂ．非特許文献 

８、対比の結果： 

  引用文献の一覧表： 

  請求項 

  対比の結果のコード： 

  引用文献： 

  対比説明： 

 

例１：新規性を有しない 

  [実用新案の名称] 

  経絡疎通押し棒 

  [請求の範囲] 

 １．柱面を有する柱体と、該柱体の柱面に接続される連結端及び作業端を有

するロッド体と、該ロッド体の作業端に設けられるロッド状のマッサージ部材

と、を含む、経絡疎通押し棒。 

  [説明] 

 検索と対比を行ったところ、文献１には請求項１の全ての技術特徴が開示さ

れているため、請求項１に新規性を有しない、と認定した。実用新案技術報告

の対比結果及び説明を以下のように例示する。 

 

対比の結果： 

引用文献の一覧表： 

１．○年○月○日ＣＮ202400○○○Ｕ 
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請求項１ 

対比の結果のコード：１ 

引用文献：１ 

対比説明： 

 文献１の明細書第○○頁第○○段及び図２に開示するＴ字形のツボ押し棒

は、柱面を有し手が握られる横棒と、該横棒の柱面に接続される小さな円台及

び作業端を有する縦棒と、該縦棒の作業端に設けられるロッド状のマッサージ

部材と、を含む。 

 文献１に記載する「横棒」は、請求項１の「柱体」に相当し、文献１に記載

する「縦棒」は、請求項１の「ロッド体」に相当している。 

 従って、文献１には、本請求項と同一の創作が開示されている。 

 

例２．進歩性を有しない（一） 

   [実用新案の名称] 

   薬ケースのアラーム装置 

   [請求の範囲] 

 １．複数の収納エリアを有する収納ユニットと、収納ユニットに結合される

検知ユニットと、収納ユニットに結合されると共に検知ユニットに接続される

アラームユニットと、を含み、各収納エリアは透光性素材からなり、各収納エ

リアの底部には凹弧面を有し、各収納エリアは方形、矩形、円柱形又は多辺形

に形成する。 

  [説明] 

 検索と対比を行ったところ、文献１と文献２との組合わせにより、請求項１

に進歩性を有しないことを証明することができる、と認定した。実用新案技術

報告の対比結果及び説明を以下のように例示する。 

 

対比の結果： 
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引用文献の一覧表： 

１．○年○月○日ＴＷ20043○○○○Ａ 

２．○年○月○日ＪＰ2002-21○○○○Ａ 

 

請求項１ 

対比の結果のコード：２ 

引用文献：１と２ 

対比説明： 

 文献１の明細書第○○頁第○○段及び図１に開示する服薬知らせ薬ケース

は、複数の収納ユニットを有するケース体と、収納ユニットに結合される感知

部と、収納ユニットに結合されると共に感知部に接続される制御ユニットと、

を含む。 

 文献１に開示する「ケース体」は、請求項１の「収納ユニット」に相当し、

文献１に開示する「感知部」は、請求項１の「検知ユニット」に相当し、文献

１に開示する「制御ユニット」は、請求項１の「アラームユニット」に相当し

ている。文献１と請求項１との差異としては、請求項１には更に「各収納エリ

アは透光性素材からなり、各収納エリアの底部には凹弧面を有し、各収納エリ

アは方形、矩形、円柱形又は多辺形に形成する」との技術特徴を有する。 

 文献２の図１と２には、薬ケースは円柱形であり且つ底部に凹面を有するこ

とが開示されており、その明細書第６頁の段落[0043]の第６行には「薬ケース

自体は半透明プラスチック材からなる」が開示されている。 

 従って、本請求項の技術内容は、当該実用新案が属する技術分野において通

常の知識を有する者が引証１と２の技術内容に基づいて軽易に完成すること

ができるものである。 

 

例３．進歩性を有しない（二）（公告された訂正本あり） 

   [実用新案の名称] 
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   防眩ガラス板 

   [請求の範囲] 

 １．第１面及び第１面に対向する第２面を有するガラス基板と、該第１面に

形成する防眩構造層と、該第２面に形成するセラミックインク層と、を含み、

且該セラミックインク層は該第２面の中央区域をカバーしていない、防眩ガラ

ス板。 

 ２．該防眩構造層と該ガラス基板とが一体になり、且つ該防眩構造層は複数

の凹溝を有する、請求項１に記載する防眩ガラス板。 

  [説明] 

 検索と対比を行ったところ、文献１により請求項２の進歩性を否定すること

ができる、文献１と文献２との組合わせにより請求項２の進歩性を否定するこ

とができる、と認定した。実用新案技術報告の対比結果及び説明を以下のよう

に例示する。 

 

対比の結果： 

引用文献の一覧表： 

１．○年○月○日ＴＷＭ534○○○ 

２．○年○月○日ＣＮ2064○○○○Ｕ 

 

請求項１ 

対比の結果のコード：２ 

引用文献：１ 

対比説明： 

 文献１の請求項１、明細書第○○頁第○○段、図１，２に開示する防眩ガラ

ス板は、第１面及び第１面に対向する第２面を有するガラス基板と、該第１面

に形成する防眩ブルーライトカット層（本願の防眩構造層に相当する）と、該

第２面に形成する遮蔽インク層と、を含み、且該遮蔽インク層は該第２面のウ
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ィンドウ（本願の中央区域に相当する）をカバーしていない。 

 文献１には、「インク層がセラミックインク層である」が開示されていない

が、インク層の材質としてセラミックインク層を選択することは、該実用新案

の属する技術分野において通常の知識を有する者の通常知識である。 

 従って、本請求項の技術内容は、当該実用新案が属する技術分野において通

常の知識を有する者が文献１と通常知識の技術内容に基づいて軽易に完成す

ることができるものである。 

 

請求項２ 

対比の結果のコード：２ 

引用文献：１と２ 

対比説明： 

 文献１に記載する創作に対する認定については、請求項１に係る対比説明の

如きである。 

 文献２の明細書第○○頁第○○段及び図１２に開示する防眩ガラス板では、

防眩構造層とガラス基板とが一体になり、且つ該防眩構造層は複数の凹溝を有

する。 

 従って、本請求項の技術内容は、当該実用新案が属する技術分野において通

常の知識を有する者が引証１と２の技術内容に基づいて軽易に完成すること

ができるものである。 

  

９、備考： 

本実用新案技術報告は、○年○月○日に公告された訂正本に基づいて対比を

行った。 

 

例４．請求項の記載が不明確であるため、新規性、進歩性等の要件の対比

を十分に行うことができない場合（技術報告の作成には、明細書や図面を参
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酌して前提を設定する必要がある場合） 

   [実用新案の名称] 

   椅子 

   [請求の範囲] 

 １．図１に示すように、座り心地の良い椅子。 

 ２．そのシートクッションはシリカゲル材質を使用する、請求項１に記載

する椅子。 

  [説明] 

 明細書及び図面の内容に基づいて前提を設定して検索を行って、検索と対比

を行ったところ、文献１には請求項１の全ての技術特徴が開示されているため、

請求項１に新規性を有しない、と認定した。又、請求項２は文献１を簡単に変

更しただけであるため、請求項２に進歩性を有しないと認定した。実用新案技

術報告の対比結果及び説明を以下のように例示する。 

 

対比の結果： 

引用文献の一覧表： 

１．○年○月○日ＴＷ20041○○○○Ａ 

 

請求項１ 

対比の結果のコード：１ 

引用文献：１ 

対比説明： 

請求項１における「図１に示すように、座り心地の良い」の記載は、図１に

係る何の事項を指すか、その文意が不明であるため、請求項１の記載が不明確

である。従って、新規性、進歩性等の要件の対比を十分に行うことができない

ため、「図１に示すように、座り心地の良い」の用語に対して、明細書及び図

面の記載を参酌して、明細書第６頁第１３行に表示する「背もたれの部分に背
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中用の凹部を設ける」の意思前提を設定した上で、対比を行った。 

文献１の明細書第５頁及び図２には、「背もたれの部分に背中用の凹部を設

けた、前後方向揺動可能な椅子」の技術内容が開示されている。従って、文献

１には、「「背もたれの部分に背中用の凹部を設ける」が開示されている。 

従って、文献１には、本請求項と同一の技術内容が開示されている。 

 

請求項２ 

対比の結果のコード：２ 

引用文献：１ 

対比説明： 

文献１に記載する創作に対する認定については、請求項１に係る対比説明の

如きである。 

文献１には、「そのシートクッションの材質として、発泡材を使用する」が

開示されているのに対して、請求項２は、単に選択した材料が異なるだけであ

る。 

本請求項の技術内容は、文献１を簡単に変更しただけである。 

 

例５：専利法第３２条第１項の前段による「一案両請」の事情に該当する

場合 

   [実用新案の名称] 

   竹繊維を含有する押出ストロー 

   [請求の範囲] 

 １．基材と少なくとも１つの充填材と少なくとも１つの強靭化材とを含む

ストロー本体を有し、該基材はポリ乳酸（ＰＬＡ）を含み、該充填材は竹繊維

を使用し、該基材と該充填材と該強靭化材とを相互に溶け合って機械で押出し

成形することによって、長手の構造で中空状のストローを構成する、竹繊維を

含有する押出ストロー。 
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 ２．該ストローは少なくとも１つの分散剤を含み、該分散剤は、蜜蝋、サ

トウキビ蝋、バーム蝋、又はそれらの任意の組み合わせである、請求項１に記

載する竹繊維を含有する押出ストロー。 

  [説明] 

 検索と対比を行ったところ、文献１により請求項１の進歩性を否定すること

ができる、と認定した。又、請求項２に対しては、その新規性、進歩性等の要

件を否定し得る先行技術文献は見当たらない。更に、検索の結果、本実用新案

出願と発明特許第 107○○○○○号出願とは、専利法第３２条第１項の前段に

よる「一案両請」の事情に該当する。実用新案技術報告の対比結果及び説明を

以下のように例示する。 

 

対比の結果： 

引用文献の一覧表： 

１．○年○月○日ＴＷＭ56○○○○ 

２．○年○月○日ＣＮ1025○○○○Ａ 

 

請求項１ 

対比の結果のコード：２ 

引用文献：１ 

対比説明： 

 文献１に開示する押出成形された環境配慮ストローは、植物繊維粉体、及び

該植物繊維粉体と相互に溶け合って押出し成形することによって管本体を構

成する、少なくとも１つの混合体、を含み、該混合体は、ポリ乳酸（ＰＬＡ）

とポリブチレンサクシネート（ＰＢＳ）とからなる。 

 文献１の明細書第○○頁第○○段には、「該植物繊維粉体は、サトウキビ繊

維、ヤシ繊維、稲藁、籾殻、トウモロコシの茎、木粉などの材料である」が開

示されている。 
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 文献１に開示するストローと請求項１のストローとの差異としては、請求項

１では竹繊維を充填材とするだけにあり、文献１には既に「植物繊維粉体とし

て上記の各種の植物材料を使用し得る」が開示されているため、当該実用新案

が属する技術分野において通常の知識を有する者にとって、異なる植物繊維粉

体の材料で引き換えることは容易である。 

 従って、本請求項の技術内容は、文献１を簡単に変更しただけである。 

 

請求項２ 

対比の結果のコード：６ 

引用文献：１、２（一般的な技術レベルの参考文献） 

 

９、備考： 

 本実用新案出願と発明特許第 107○○○○○号出願とは、専利法第３２条第

１項の前段による「一案両請」が適用される。 
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